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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第69期

中間連結会計期間
第70期

中間連結会計期間
第69期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 8,718,433 8,530,469 21,243,859

経常利益 (千円) 996,766 807,331 3,514,540

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 617,283 506,892 2,212,587

中間包括利益又は包括利益 (千円) 671,916 606,299 2,305,179

純資産額 (千円) 12,158,463 13,725,551 13,791,726

総資産額 (千円) 20,639,299 20,708,376 22,506,672

１株当たり中間（当期）
純利益

(円) 101.01 83.66 363.60

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.86 66.22 61.21

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 829,230 1,864,118 1,611,503

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △447,407 △370,264 △712,025

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,161,446 △1,153,865 △1,249,284

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 4,458,911 5,228,716 4,888,728
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

EDINET提出書類

ヤマウホールディングス株式会社(E01211)

半期報告書

 2/27



 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1） 経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善等を背景に、緩やかな回復基調で推移した

ものの、物価上昇の継続や自然災害の発生に加え、中東情勢をはじめとする地政学リスクの長期化等、先行きは依

然として不透明な状況が続いております。

当社グループが属する業界においては、「国土強靭化」や「防災・減災」の重要性の高まりを背景に、インフラ

の防災・減災対策や老朽化対策を目的とした公共投資が底堅く推移しております。一方で、将来的な国内市場の縮

小リスクや資材、原材料等の高騰による影響もあり、事業環境は予断を許さない状況にあります。

このような経営環境下で当社グループでは、2035年を目標とする「ヤマウグループ長期VISION2035」の実現に向

けて、１st　Stageの中期経営計画「Plan　C³」最終年度である2027年３月期は、将来目線に立ったグループの構造

改革と成長戦略を加速させ、次のStageへの素地固めに取り組んでおります。

当中間連結会計期間におきましては、インフラ整備工事への対応や、高騰する資材、原材料、物流費等の販売価

格への転嫁等に取り組んで参りました。その結果、売上高は85億30百万円（前中間連結会計期間比2.2％減）、営業

利益が７億53百万円（前中間連結会計期間比17.1％減）、親会社株主に帰属する中間純利益が５億６百万円（前中

間連結会計期間比17.9％減）となりました。

 
セグメントの経営成績を示すと次のとおりであります。

 
（コンクリート製品製造・販売事業）

コンクリート製品製造・販売事業の売上は、土木製品、景観製品、レジンコンクリート製品の販売によるもので

あります。当中間連結会計期間の業績は、前中間連結会計期間に防災及びインフラ工事への大型案件の製品出荷が

完了したこと等により、大口案件の製品出荷量が減少し、売上高は48億63百万円（前中間連結会計期間比9.1％

減）、セグメント利益（営業利益）は６億97百万円（前中間連結会計期間比32.8％減）となりました。

 
（水門・堰の製造及び施工並びに保守事業）

水門・堰の製造及び施工並びに保守事業の売上は、水門、除塵機、水管橋等鋼構造物の製造、施工並びにそれら

の保守によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、2026年３月末の繰越受注残高は前年度末比減少いた

しましたが、大型案件の受注件数増加及び自社製作の割合が増加したことにより外注費が減少し、工事進行基準の

適用により、売上高は14億69百万円（前中間連結会計期間比17.1％増）、セグメント利益（営業利益）は、66百万

円（前中間連結会計期間は営業損失１億６百万円）となりました。

 
（地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業）

地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業の売上は、地質調査及び地すべり対策工事並びに測量・設計業

務によるものであります。当中間連結会計期間の受注は堅調に推移しているものの、2026年３月期末の繰越受注残

高は対前年度末比減少したこと等により、当中間連結会計期間の業績は、売上高は６億83百万円（前中間連結会計

期間比21.4％減）、セグメント利益（営業利益）は26百万円（前中間連結会計期間比64.8％減）となりました。
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（橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業）

橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業の売上は、主に橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販

売・設置工事によるものであります。当中間連結会計期間の業績は万博開催による前年度の発注量減少は回復基調

にありますが、前年度発注減による価格競争や資材の高騰等により、売上高は11億53百万円（前中間連結会計期間

比32.5％増）、のれん償却後のセグメント損失（営業損失）は１億円（前中間連結会計期間は営業損失１億69百万

円）となりました。

 
（コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業）

コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業の売上は、橋梁、トンネル等コンクリート構造物の点検・調査

業務の請負、補修工事・補強設計業務の請負によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は２億

78百万円（前中間連結会計期間比14.6％増）、セグメント損失（営業損失）は10百万円（前中間連結会計期間は営

業損失29百万円）となりました。なお、コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業は、原価回収基準を適用

しております。

 
（情報機器の販売及び保守事業）

情報機器の販売及び保守事業の売上は、主に金融機関向け業務処理支援機器及びその周辺機器の販売並びにそれ

らの保守事業によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は69百万円（前中間連結会計期間比

44.1％減）、セグメント利益（営業利益）は16百万円（前中間連結会計期間比46.1％減）となりました。

 
（不動産事業）

不動産事業の売上は、主に不動産の賃貸によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は１億37

百万円（前中間連結会計期間比0.7％減）、セグメント利益（営業利益）は82百万円（前中間連結会計期間比0.4％

減）となりました。
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（2） 財政状態の状況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて12.2％減少し、136億55百万円となりました。これは、主として受取手

形、売掛金及び契約資産が26億16百万円減少し、現金及び預金が２億25百万円、商品及び製品が３億17百万円、仕

掛品が２億24百万円、原材料及び貯蔵品が86百万円それぞれ増加したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.4％増加し、70億53百万円となりました。これは、主として有形固定資

産が13百万円、投資その他の資産が１億20百万円それぞれ増加し、無形固定資産が37百万円減少したことによるも

のであります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて8.0％減少し、207億８百万円となりました。

 
（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて21.2％減少し、63億74百万円となりました。これは、主として買掛金が

２億83百万円、電子記録債務が４億５百万円、短期借入金が４億57百万円、未払法人税等が４億93百万円、その他

流動負債が84百万円それぞれ減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて3.2％減少し、６億８百万円となりました。これは、主として資産除去債

務が38百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて19.9％減少し、69億82百万円となりました。

 
（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ0.5％減少し、137億25百万円となりました。これは、主として利益剰余金で

１億59百万円減少し、その他有価証券評価差額金が94百万円増加したことによるものであります。
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（3） キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により18億64百万円

増加し、投資活動により３億70百万円及び財務活動により11億53百万円減少したことにより、当中間連結会計期間

末には52億28百万円（前中間連結会計期間は44億58百万円）となりました。

 
当中間連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、18億64百万円（前中間連結会計期間は８億29百万円

の増加）となりました。これは主に、減価償却費で３億46百万円、売上債権の減少で26億62百万円資金が増加し、

仕入債務の減少で６億89百万円、棚卸資産の増加で６億28百万円、法人税等の支払いで７億81百万円資金が減少し

たことによるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、３億70百万円（前中間連結会計期間は４億47百万円

の減少）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出により４億31百万円資金が減少したことによ

るものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、11億53百万円（前中間連結会計期間は11億61百万円

の減少）となりました。これは主に、短期借入金の減少により３億円、長期借入金の返済による支出により１億57

百万円及び配当金の支払いにより６億65百万円資金が減少したことによるものであります。

 
（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（5） 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は41百万円であります。
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３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,224,000

計 25,224,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,306,000 6,306,000
東京証券取引所
 スタンダード市場

（注）１、２、３

計 6,306,000 6,306,000 ― ―
 

(注) １　当社の株式の単元株式は、100株であります。

２　当社の発行している普通株式は、株主としての権利内容に制限のない当社における標準となる株式でありま

す。

３　議決権の有無及びその理由

議決権に制限はありません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年９月30日 ― 6,306,000 ― 800,000 ― 300,000
 

 

(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アリウェル株式会社 福岡市中央区大名２－２－26 880 14.52

株式会社麻生 福岡県飯塚市芳雄町７－18 400 6.60

株式会社トクヤマ 山口県周南市御影町１－１ 400 6.60

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行)

東京都千代田区丸の内２－１－１
(東京都中央区晴海１－８－12)

325 5.36

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２－13－１ 222 3.66

株式会社鹿児島銀行
(常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行)

鹿児島県鹿児島市金生町６－６
(東京都中央区晴海１－８－12)

195 3.22

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３－１－１ 160 2.64

株式会社佐賀銀行 佐賀県佐賀市唐人２－７－20 130 2.15

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１－８－12 122 2.03

リックス株式会社 福岡市博多区東比恵１丁目４－10 112 1.85

計 － 2,946 48.63
 

(注) 　上記のほか当社所有の自己株式247千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 247,100
 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,036,200
 

60,362 同上

単元未満株式 普通株式 22,700
 

― 同上

発行済株式総数 6,306,000 ― ―

総株主の議決権 ― 60,362 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式76株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ヤマウホールディングス
株式会社

福岡市中央区舞鶴
３－２－１

247,100 ― 247,100 3.92

計 ― 247,100 ― 247,100 3.92
 

 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,140,770 5,366,029

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※2  6,783,761 ※2  4,167,270

  電子記録債権 ※3  1,043,853 ※3  998,082

  商品及び製品 1,636,109 1,953,631

  仕掛品 284,594 509,106

  原材料及び貯蔵品 475,938 562,221

  その他 189,864 100,384

  貸倒引当金 △4,979 △1,628

  流動資産合計 15,549,914 13,655,097

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 2,352,709 2,369,607

   その他（純額） 2,665,380 2,661,754

   有形固定資産合計 5,018,090 5,031,362

  無形固定資産   

   のれん 357,856 313,124

   顧客関連資産 219,000 182,500

   その他 179,917 224,058

   無形固定資産合計 756,774 719,682

  投資その他の資産   

   投資有価証券 626,758 764,189

   その他 ※4  806,476 ※4  789,367

   貸倒引当金 ※4  △251,340 ※4  △251,322

   投資その他の資産合計 1,181,893 1,302,234

  固定資産合計 6,956,758 7,053,279

 資産合計 22,506,672 20,708,376

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,456,024 1,172,516

  電子記録債務 874,265 468,762

  短期借入金 3,103,600 2,646,400

  未払法人税等 787,640 294,263

  賞与引当金 375,128 387,205

  その他 1,489,572 1,405,306

  流動負債合計 8,086,232 6,374,454

 固定負債   

  退職給付に係る負債 159,860 169,346

  資産除去債務 232,708 194,274

  その他 236,145 244,750

  固定負債合計 628,713 608,370

 負債合計 8,714,945 6,982,825
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 800,000 800,000

  資本剰余金 802,614 802,614

  利益剰余金 12,053,163 11,893,585

  自己株式 △155,635 △155,639

  株主資本合計 13,500,143 13,340,560

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 347,675 442,008

  退職給付に係る調整累計額 △71,819 △69,862

  その他の包括利益累計額合計 275,856 372,146

 非支配株主持分 15,727 12,844

 純資産合計 13,791,726 13,725,551

負債純資産合計 22,506,672 20,708,376
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 8,718,433 8,530,469

売上原価 5,302,255 5,295,673

売上総利益 3,416,177 3,234,796

販売費及び一般管理費 ※1  2,506,560 ※1  2,480,851

営業利益 909,616 753,945

営業外収益   

 受取利息 2,304 5,282

 受取配当金 13,531 15,377

 鉄屑処分収入 21,535 20,550

 利用分量配当金 32,631 45,713

 貸倒引当金戻入額 2,514 3,368

 保険解約返戻金 4,543 ―

 その他 59,053 17,924

 営業外収益合計 136,115 108,216

営業外費用   

 支払利息 21,669 23,459

 固定資産除却損 21,306 21,729

 その他 5,989 9,640

 営業外費用合計 48,965 54,829

経常利益 996,766 807,331

特別利益   

 固定資産売却益 ― 590

 特別利益合計 ― 590

税金等調整前中間純利益 996,766 807,922

法人税、住民税及び事業税 417,281 292,905

法人税等調整額 △39,020 5,007

法人税等合計 378,260 297,912

中間純利益 618,506 510,009

非支配株主に帰属する中間純利益 1,223 3,117

親会社株主に帰属する中間純利益 617,283 506,892
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 618,506 510,009

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 49,468 94,333

 退職給付に係る調整額 3,941 1,956

 その他の包括利益合計 53,409 96,290

中間包括利益 671,916 606,299

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 670,692 603,182

 非支配株主に係る中間包括利益 1,223 3,117
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 996,766 807,922

 減価償却費 345,142 346,693

 のれん償却額 44,732 44,732

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,514 △3,368

 賞与引当金の増減額（△は減少） 14 12,076

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6,213 12,502

 受取利息及び受取配当金 △15,836 △20,659

 支払利息 21,669 23,459

 投資有価証券売却損益（△は益） △523 ―

 固定資産除却損 21,306 21,729

 売上債権の増減額（△は増加） 2,793,014 2,662,280

 棚卸資産の増減額（△は増加） △388,011 △628,315

 未収消費税等の増減額（△は増加） △29,623 6,759

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △12,740 77,120

 その他の固定資産の増減額（△は増加） 5,110 △6,364

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,338,652 △689,011

 未払消費税等の増減額（△は減少） △219,893 △135,238

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △494,667 160,301

 その他の固定負債の増減額（△は減少） △5,323 △49,353

 小計 1,726,182 2,643,265

 利息及び配当金の受取額 15,836 20,659

 利息の支払額 △22,949 △17,859

 法人税等の支払額 △889,839 △781,946

 営業活動によるキャッシュ・フロー 829,230 1,864,118

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △25,569 △25,789

 定期預金の払戻による収入 13,200 140,518

 有形固定資産の取得による支出 △429,558 △431,304

 無形固定資産の取得による支出 △6,514 △49,430

 投資有価証券の売却による収入 1,035 ―

 預り保証金の返還による支出 ― △4,288

 その他 ― 28

 投資活動によるキャッシュ・フロー △447,407 △370,264
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △97,138 △300,000

 長期借入金の返済による支出 △157,200 △157,200

 自己株式の取得による支出 △152,975 △4

 リース債務の返済による支出 △23,201 △24,858

 配当金の支払額 △725,929 △665,802

 非支配株主への配当金の支払額 △5,000 △6,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,161,446 △1,153,865

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △779,623 339,988

現金及び現金同等物の期首残高 5,238,534 4,888,728

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  4,458,911 ※1  5,228,716
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

１　保証債務

従業員の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

 9,931千円 8,152千円
 

 

※２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

受取手形割引高 31,013千円 3,115千円

受取手形裏書譲渡高 ―千円 5,146千円
 

 

※３　電子記録債権割引高

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

電子記録債権割引高 25,869千円 16,200千円
 

 
※４　当社の連結子会社である株式会社ヤマウで発生した不正行為に伴い発生したものが、以下のとおり含まれており

ます。

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

投資その他の資産   

　その他   

　　長期未収入金 131,824千円 131,824千円

　貸倒引当金 △131,824千円 △131,824千円
 

 
(中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

給料 881,923千円 909,455千円

賞与引当金繰入額 101,966千円 112,200千円

退職給付費用 37,158千円 33,803千円
 

 

　２　売上高の季節的変動

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)及び当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　

至　2026年９月30日）

当社グループの売上高は公共工事関連の比重が高いため、中間連結会計期間に比べ中間連結会計期間以降の売上

高が増加する傾向にあり、業績に季節的変動があります。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 4,717,091千円 5,366,029千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △258,179千円 △137,312千円

現金及び現金同等物 4,458,911千円 5,228,716千円
 

　

 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 728,143 119.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月24日
定時株主総会

普通株式 666,470 110.00 2026年３月31日 2026年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 
コンクリート
製品製造・販
売事業

水門・堰の製
造及び施工並
びに保守事業

地質調査・コ
ンサルタント
業務及び土木
工事事業

橋梁、高架道
路用伸縮装置
の 製 造 ・ 販
売・設置工事
事業

コンクリート
構 造 物 の 点
検・調査、補
修工事事業

売上高      

一時点で移転される財 5,349,820 ― 1,032 283,545 ―

一定期間にわたり移転
される財

― 1,244,399 868,836 578,798 242,098

顧客との契約から生じ
る収益

5,349,820 1,244,399 869,869 862,344 242,098

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 5,349,820 1,244,399 869,869 862,344 242,098

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― 10,064 ― 7,950 480

計 5,349,820 1,254,463 869,869 870,294 242,578

セグメント利益又は損
失（△）

1,036,760 △106,243 73,925 △169,832 △29,019
 

    (単位：千円)

 
情報機器の販
売及び保守事
業

不動産事業
調整額
（注）1

中間連結損益
計算書計上額
（注）2

売上高     

一時点で移転される財 113,817 ― ― 5,748,216

一定期間にわたり移転
される財

― ― ― 2,934,132

顧客との契約から生じ
る収益

113,817 ― ― 8,682,349

その他の収益 ― 36,084 ― 36,084

外部顧客への売上高 113,817 36,084 ― 8,718,433

セグメント間の内部売
上高又は振替高

11,242 102,000 △131,736 ―

計 125,059 138,084 △131,736 8,718,433

セグメント利益又は損
失（△）

29,723 82,637 △8,335 909,616
 

（注）1.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

 2.セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれんに関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 
コンクリート
製品製造・販
売事業

水門・堰の製
造及び施工並
びに保守事業

地質調査・コ
ンサルタント
業務及び土木
工事事業

橋梁、高架道
路用伸縮装置
の 製 造 ・ 販
売・設置工事
事業

コンクリート
構 造 物 の 点
検・調査、補
修工事事業

売上高      

一時点で移転される財 4,863,879 ― 12 250,931 ―

一定期間にわたり移転
される財

― 1,468,463 683,273 891,184 278,050

顧客との契約から生じ
る収益

4,863,879 1,468,463 683,285 1,142,116 278,050

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 4,863,879 1,468,463 683,285 1,142,116 278,050

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― 539 ― 11,020 ―

計 4,863,879 1,469,002 683,285 1,153,136 278,050

セグメント利益又は損
失（△）

697,121 66,500 26,051 △100,319 △10,031
 

    (単位：千円)

 
情報機器の販
売及び保守事
業

不動産事業
調整額
（注）1

中間連結損益
計算書計上額
（注）2

売上高     

一時点で移転される財 59,571 ― ― 5,174,394

一定期間にわたり移転
される財

― ― ― 3,320,972

顧客との契約から生じ
る収益

59,571 ― ― 8,495,366

その他の収益 ― 35,103 ― 35,103

外部顧客への売上高 59,571 35,103 ― 8,530,469

セグメント間の内部売
上高又は振替高

10,338 102,000 △123,897 ―

計 69,909 137,103 △123,897 8,530,469

セグメント利益又は損
失（△）

16,020 82,320 △23,717 753,945
 

（注）1.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

 2.セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれんに関する情報

該当事項はありません。

 
 

(収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 101円01銭 83円66銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（千円） 617,283 506,892

普通株主に帰属しない金額　(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金額
（千円）

617,283 506,892

普通株式の期中平均株式数(株) 6,111,335 6,058,826
 

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月10日

ヤマウホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

福岡事務所
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　村　祐　二  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 廣　住　成　洋  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤマウホール

ディングス株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2026年４月１日から

2026年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヤマウホールディングス株式会社及び連結子会社の2026年９

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国に
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おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書に

おいて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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